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教育を取り巻く社会的背景
大学教育

学生の学習内容に対するニーズが多様化している

経済状況の悪化により、卒業生の就職難が発生している

社会から求められる人材像に変化が生じている（即戦力が必要）

　　大学の役割の変化　⇒　即戦力人材の育成と卒業後の雇用ミスマッチ解消

　企業内教育
　競争の激化に伴い企業内における人材の活用育成が重要な課題となっているが、

　従来の企業内教育機関では限界が生じている

　教育の質を保証した上でコストの削減や費用対効果といった側面に注目が集まっている

　海外では社内教育機関の活用のみならず、他の教育機関との協働や研修の外部委託も多い

　社会人教育
　我が国の公共研修機関における離職者への再教育はブルーカラー中心である

　ホワイトカラーの職種転換者は、自助努力により転職しているのが現状である

　海外では、職種転換者の教育は公的機関に加え、大学などの民間施設も一翼を担っている

2004年
国立大学の独立行政法人化
株式会社立の大学・大学院の設置認可
WTOのサービス貿易の自由化に伴う大学のグローバル化

2006年
公益法人化による認定試験のおすみつき廃止

2009年
『大学全入時代』の到来と大学経営の難化
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海外での事例（１）米国

Occupational Outlookとは、産官学の協力により作成された、職種
の概要や就労者の統計、実務教育の実施機関・場所を紹介した冊子

教育機関等では就職相談時に、 Occupational Outlookなどの資料を
元にキャリアカウンセラーが進路指導を行っている
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海外での事例（２）米国
－教育機関における実務教育の事例－

大学のExtensionの役割
各大学で学部と連携しながら専門性の高い各種教育を独自に実施

実務教育講座の提供のほか、単位や修了証、証明書の発行も行う

教養・技能
育成大学

先端
研究
大学

大学　学部課程

社会人
未就業者

大学院　修士課程

大学院　博士課程

E
xtension

プロフェッショナル
育成大学

米国での
大学のモデル
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海外での事例（３）中国
－清華大学におけるProfessional Training Projects－

建築、人文社会科学、経済管理、美術等の学部やネットワーク
センター、計算センターなどの周辺機関が教育を行い、各種の
技能証明を兼ねた修了証を発行している。

社会人教育を担当する継続教育学院も存在する

複数の部門・教材を管理する機関として清華大学教育培訓管理
事務所が存在する
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海外での事例（４）中国
－清華大学計算センターにおけるOracle社認定講座の事例－

清華大学での受講により、大学の単位取得はもちろんのこと、
Oracle社の技能資格の取得も可能である。
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【２】学内での企業連携講座の開設（学生向け実務講座）
　　メディアネットワークセンター
　　　2000年　シスコシステムズ講座　提供
　　　2003年　オラクル講座　提供

大学における実務教育の取り組み事例
－早稲田大学の場合－
【１】エクステンションスクールの設置（社会人向け教養講座）
　　早稲田大学　エクステンションスクール
　　　1979年　設立
　　　1981年　講座開設

　　　2001年　遠隔講座開始

【３】大学間連携プログラムの取り組み（大学連携型基礎講座）
　　　オープン教育センター
　　　2001年　5大学（日本女子、立教、学習院等）連携の基礎講座

　 オープン教育科目

ニーズの多様化「教養⇒技能・ビジネス」

オープンカレッジ修了証（無単位）の発行

学内の単位認定

他大学との単位互換講座

実務教育系科目の整理統合　　　　　　　　柔軟性のある実務教育体系
実務教育講座の受講対象拡大　　　　　　　単位互換の教育システムの検討

プロフェッショナル育成
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「大学における実務教育および実務能力
　認定に関する研究会」の取り組み

第1回（2002.6.3）
　　・実務教育及び実務能力認定制度に関する研究会発足。以下の４ワーキンググループで検討
　　－①評価・遠隔教育　②大学教育　③企業研修　④運営体制・啓発

第2回（2002.7.10）
　　・社会的な背景から見た制度実施団体（実務教育機関）の方向性を討議
　　 －（仮）実務能力認定機構の設立提言

第3回（2002.9.25）
　　・研究会報告書の策定内容の検討
　　・経済産業省や文部科学省等の関係省庁から示唆

第4回（2002.12.12）
　　・実務教育及び実務能力認定制度の実現に向けた全体スケジュール報告
　　・研究会報告書の各グループ内容を討議

第５回（2003.3.28）
　　・実務教育及び実務能力認定制度のアウトライン承認
　　・研究会報告書　事務局（案）として最終報告
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「実務能力研究会」で提言された
　高等教育機関の社会に対する新たな役割・・・

社会の必要性を考慮した実務教育
学習者の能力（スキル）開発支援機関
実務教育を含めた単位認定機関

これまでの役割これまでの役割

新たな役割新たな役割

他の教育機関・企業とを結ぶコーディネーションの場
「コラボレーション」「アライアンス」が重要

教養・専門知識を中心とした教育
専ら学術研究を中心とした教育機関
学校教育における単位認定機関

＋ ADDITIONAL　TO・・・

「実務能力認定機構」の設立
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企業と大学を結ぶ「コーディネーションセンター」である

目的
学校や企業などが行っている実務教育を相互に利活用するための互換
システムを構築する事で、社会で必要とされる人材を効率良く育成・
輩出するための支援を行う。

方法
学校や企業等の連携により各教育機関が提供している実務教育内容の
差異を可視化したり、社会が求める人材像を明らかにすることで、以
下の事項を実現する。

実務能力認定機構とは・・・

即戦力の人材育成カリキュラムの提供

企業が必要とする要員定義やモデル教材の提示

企業人・社会人のキャリア形成支援
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実務能力認定機構のスキーム

大学

情報科学（研究・教養の視点）または

情報技術分野（実務の視点）の基礎教育 等

高等学校

ＩＴ業界

民間研修事業者

企業内ＩＴ人材に

対する基盤スキ

ル向上プログラム

の提供 等

中学校

小学校

大学院

情報科学

分野の研

究者育成

等

専門学校

情報技術分野の基盤教育

専門職大学院

情報技術分野の中堅人材育成

企業内研修

単位互換認定支援団体

大学入試

人の流れ

単位認定など

大学

情報科学（研究・教養の視点）または

情報技術分野（実務の視点）の基礎教育 等

高等学校

ＩＴ業界

民間研修事業者

企業内ＩＴ人材に

対する基盤スキ

ル向上プログラム

の提供 等

中学校

小学校

大学院

情報科学

分野の研

究者育成

等

専門学校

情報技術分野の基盤教育

専門職大学院

情報技術分野の中堅人材育成

企業内研修

単位互換認定支援団体

大学入試

人の流れ

実務能力認定機構

IT・ファイナンス　技術経営、など

研究者
の育成
や学術
探求等

企業内教育
のアウトソー
スや基盤スキ
ル向上のプロ
グラム提供

専門スキルの習得

実務的なビジネス基礎教育研究・教養の視点＋実務教育の視点

（総務省資料より）

単位認定支援など

大学
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当面、取り組む分野は、「IT」「ファイナンス」「外国語」

実務能力認定機構は以下の活動を行う

主に国内の企業より聴取した職種別スキル一覧（カリキュラムマトリクス）
の作成・維持

企業や学校等が保持する認証対象の教育コンテンツ・講座の調査、講座一覧
の作成・維持

教育コンテンツ・講座に関わる単位互換情報の調査・提供

教育コンテンツ・講座および教育機関の認証

上記教育の受講者である個人に対するスキル認定

制度運営のためのシステム調査・検討

実務能力認定機構が行う活動内容
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分野

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
ﾘﾃﾗｼｰ

OS 通信 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

項目 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ ﾈｯﾄﾜｰｸ WEB PL/BS作成 固定資産の管理 採用 英語 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

OS ・TCP/IP 開発言語 資金調達 設備投資 給与 第2外国語 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

・Windows ・LAN ・JAVA 資本政策 各種契約 ｼﾞｮﾌﾞﾃﾞｨｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ

・Unix ・WAN ・C/C++ 資金運用 特許 ｷｬﾘｱﾊﾟｽ

・ﾘｱﾙﾀｲﾑOS 伝送 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ 経理規定 経費（購買） ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

・ﾈｯﾄﾜｰｸOS ・伝送技術 ｻｰﾊﾞ 税務 ｾｷｭﾘﾃｨ・危機管理 年金

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ ・ｹｰﾌﾞﾘﾝｸﾞ ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ システム 情報・通信 保険

業界 部門 職能要件 組込み系 業績管理 庶務 税金
コンピュータ
設置 〆

サーバ設置 〆
ネットワーク機
器設置 〆

伝送機器設置 〆
コンピュータ
設置・設定 〆 ●

サーバ設置・
設定 〆 ●

ネットワーク機
器設置・設定 〆 ●

伝送機器設
置・設定 〆 ●

アプリケーショ
ンソフト設定 〆 ● ●

追加：　コンサ
ルティング、ビ

ジネス理論
〆 ● ● ● ● ● ● ●

追加：　マーケ
ティング、法

務、財務、英

語

〆 ● ● ● ● ● ● ● ●

SE(Sytem
Engineer)

コンピュータ
設置・設定 〆 ● ●

サーバ設置・
設定 〆 ● ● ●

ネットワーク機
器設置・設定 〆 ● ● ●

伝送機器設
置・設定 〆 ● ●

アプリケーショ
ンソフト設定 〆 ●

マネージャ

Div.　Manager

語学 その他
IT

財務 総務・法律 人事管理

IT

コンピュータ・エンジニア

ネットワーク・エンジニア

アプリケージョン・エンジニア

・・・

クレデンシャル

営業 一般

スペシャリスト

CREDENTIALS

COURSES

10／ 1（月 ） 担当

9 :00 出欠確認
  １、研修スケジュール説明
  ２、自己紹介
  ３、み なさんの ミッシ ョン、目標

  リクルートスタッフィング
  

9 :30   ４、商品 ・サービスの概要
　　　　特徴 ・強み・対象顧客 ・競合など

10 :15 休 憩

10 :30 ５、営業プロセスの確認

　　営業プロセスの流れ確認

　　営業ツールの種類と使い方確認
　　効果的なトークなど

11 :00 ６、トー ク読み合わせ又はロールプレイング

リクルートス タッフィング

昼食

13 :00 営業開始 　又は 　御社内研修 御社ご担当者

リクルートス タッフィング

リクルートス タッフィング

リンベル株式会社
オリジナル導入研修スケジュール

※ここで言う職種とは各業種における職務の種類を言う。IT産業であれば、「カスタマーサポート」「ネットワークエンジニア」「プロジェクトマネジメント」等。

A A大学

B B社

C C大学

D D社

E E大学

教材提供機関

Ａ大学の教材

B社の教材

教材のサイズ要件
との照合

教材のサイズ要件

・職種（ニーズ）に基づく研修の受講
・必要なスキルや保持スキルの明確化
・計画的な学習の実現

教材の標準化

希望する職種に沿った
教育・研修を選択 学習者のニーズ

に沿った教育・研修

　実務能力養成に必要な教育コースについては、

　職種別の機能要件と必要なスキル項目を配列して編成したカリキュラムマトリクスに基づき、対応するコースをマッピングしていく。

カリキュラムマトリクス

　学習者のメリット 　企業のメリット 　大学のメリット

・職種（ニーズ）に基づく研修の実施
・効果的な人材採用、育成
・学習効果、評価測定の容易化

・実務教育の実現
・学生の就職率アップ
・社会人教育の適用、拡大

実務能力認定機構が提供するカリキュラムマトリクス
－職種と実務教育をつなぐスキルマップ－
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実務能力認定機構の社会的意義

企業（採用側）企業（採用側）

大学（提供側）大学（提供側）

個人個人

•学習ニーズの多様化への対応
•学生の就職活動支援
•学生のキャリア形成支援
•転換教育による社会人受け入れ

•即戦力の確保
　－ある職種に必要な能力を保持した人材の確保
•社内教育の代替（アウトソーシング化）
•人材確保のガイドラインや、人事能力評価の一環
としての利用

•社内転換者への活用

•自らのキャリア形成・キャリア意識
•社会的な評価による安心感
•転換教育による流動性の担保

雇用のミスマッチ
解消

正当な人事評価へ
の貢献



Copyright　実務能力認定機構　2004　All right reserved.

実務能力認定機構の2004年度の活動方針
と研究課題

認定事業認定事業
専門職大学院の専門職大学院の

アクレディテーション調査・研究アクレディテーション調査・研究

高等教育機関に対する実務教育機関認定
高等教育機関での実務教育カリキュラムの認定
専門学校の実務教育カリキュラム認定
企業内教育での実務教育カリキュラム認定

認証
要件定義

認証
要件定義

国際標準化に関わる国際標準化に関わる
要員要員認証の認証の調査調査・研究・研究

業種別、職種別の実務能力体系及び能力基準の整備
認証機関に対する認定基準の研究
個人認証の要件定義の研究
企業・法人の職業データ整備

研究・開発研究・開発
実務教育に係る実務教育に係る
単位互換認定制度の単位互換認定制度の
調査・研究調査・研究

大学と専門学校・高等学校との単位互換制度研究
実務教育コンテンツ一覧の策定・維持
大学－企業間の単位互換の制度研究
システム要件定義

カリキュラム
開発

カリキュラム
開発

モデルカリキュラムのモデルカリキュラムの
調査・研究調査・研究

認定モデルカリキュラムの調査・研究
実務教育の普及活動
実務教育のオピニオン形成
流通（マーケット）展開

事業内容事業内容事業内容 活動内容活動内容活動内容 取り組む課題取り組む課題取り組む課題

2004年度は、産官学によるコラボレーションにより、主にIT分野での実務教育
に必要なリソースの調査・研究を行います。
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この件に関するご連絡先

特定非営利活動法人

　実務能力認定機構　事務局

〒169-0071

東京都新宿区戸塚町1-101　高田牧舎ビル5階

電話番号：03-5273-9127


